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はじめに

都合４回開かれました懇談会で、委員の皆様のご意見
を伺い痛感したことは、府民と外国籍府民との「共生」
ということでした。

『共生』とは外国籍府民の皆さんが、京都に住んで本
当に良かったと思われるような環境づくりの重要性です。
そのためには一般府民の皆様の相互理解と共感を得られ
るような施策が行政のみならず、地域社会全体に求めら
れます。その内容についてのキーポイントが本報告書で
す。

細かいことは報告書に譲りますが、京都府の行政とし
て実行可能なものはスピード感を持ってやるべきだろう
し、もし国の政策に関わることがあるとすれば可能な限
り躊躇なく訴えるべきでしょう。それが行政としての責
任かもしれません。

どうか報告書の内容をよく吟味して京都府の施策に反
映されることをお願いいたします。

平成２２年３月

京都府外国籍府民共生施策懇談会
座長 須藤 眞志（京都産業大学教授）
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懇談会の意見のまとめ

１ 外国籍府民への効果のある情報伝達に関すること

（意見として出た具体的な取り組みの課題）

○安心・安全に関する情報、その他必要とする情報が、すべての外国籍府民に届け

られる効果的な情報提供の方法を検討すること

○多言語による提供とともに、やさしい日本語（ひらがなやルビ付き）による情報

提供に努めること

○日本語学習支援、パソコン教室の開催等、外国籍府民が情報取得しやすい環境づ

くりに努めること

（現状・課題）

「外国籍府民への効果のある情報伝達」に関しては、大きな課題として、ホームペ

ージの多言語化による発信など、行政が提供している情報が、情報を必要としている

外国籍府民にいきわたっているとは言えず、そうした情報提供がされていることすら

知らない外国籍府民が多いという御意見がありました。生活する上で居住市町村から

の情報提供も重要となりますが、市町村によっては、外国籍住民のための情報提供自

体が充分に行えていないところも少なくないのが現状です。

外国籍府民への情報提供方法は、様々な出身国（地域）から来られた方々への配慮

が必要であり、多言語化による提供をはじめ、やさしい日本語（ひらがなや漢字にル

ビがふられたもの）での提供も必要です。また、外国籍府民が日本人と同様に情報取

得ができるよう、日本語の学習支援の充実も求められます。
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現在、インターネットによる情報提供が主流となっていますが、パソコン操作がで

きない方などを対象としたパソコン教室の開催も必要です。

２ コミュニケーションのためのネットワークづくりに関すること

（意見として出た具体的な取り組みの課題）

○学校や会社などに属さない家庭にいる女性に配慮した取り組みを進めること

○異文化理解、相互理解に効果的な「料理（食事）」や「音楽」を活用した国際交流

事業を実施するなど、日本人と外国人が出会う「場」の提供に努めること

○交流団体が連携できる取り組み、地域で新たな交流が生まれるような仕組みづく

りに努めること

（現状・課題）

「コミュニケーションのためのネットワークづくり」に関しては、外国籍府民の出

会いの「場」が少なく、外国籍府民が気軽に相談できる団体や近隣における相談相手

がみつからないという御意見がありました。

現在、日本全体が人が孤立しやすい社会となってきている中で、外国籍府民はさら

に孤立しやすい環境にあります。外国籍府民が孤立しないよう、特に学校や会社など

に属さない家庭にいる女性への配慮が重要です。

異文化理解、相互理解のツールとして、「料理（食事）」や「音楽」は非常に効果的

であり、そうしたツールを活用した出会いの「場」としての国際交流事業に積極的に

取り組んでいただくことが必要との御意見がありました。
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様々な外国人の団体（韓国であれば民団など）があり、個人レベルの小さな集まり

もあります。こうした団体等をつなぎ、ネットワークを拡げて、外国籍府民の交流機

会を増やしていくことが必要であり、様々な団体等が連携できるような取り組みや、

地域で新たな交流が生まれるよう「交流マニュアル」のようなものを作成することも

考えられます。ネットワークが拡がれば、情報は自然に伝達されるので、効果的な情

報提供にもつながるものです。

今年度の懇談会の意見のとりまとめにあたり、外国籍府民の府政への参加を推進し、

外国籍府民と共に生きる京都府づくりを進めていくため、本懇談会の意見を踏まえた

取り組みがなされるよう報告いたします。

京都府外国籍府民共生施策懇談会
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主な意見（個別意見）

報 告 １

【外国籍府民への効果のある情報伝達について】

▲

北部に住んでいるが、１６年前に来日した時は地域に外国人もほとんどおらず、日

本で暮らすための情報が得られなかった。日本で当たり前のことがわからず、誤解さ

れるケースが多かった。▲

外国人の一番の悩みは日本語。京都府国際センターや京都市国際交流協会で受講料

が安価な日本語教室が開かれているが、そうした情報を知らない外国人が多い。他の

ことについても、誰に相談したらよいのか、どのようなことが相談できるかが知られ

ていないだけで困っている人が多いと思う。▲

異国の地で生活するのが精一杯で情報を得ることが出来ない人間がたくさんいる。

ホームページの情報があるというが、パソコンを使えない人も多い。▲

どこの機関のホームページがよいのかの議論は必要だが、専用サイトを設け必要な

情報先にリンクしておけば情報入手が容易になると思う。

▲

ホームページの情報をみるため、パソコンを習おうと思ったが料金が高い。行政で、

日本語があまりわからない人を対象としたパソコン教室を開催して欲しい。

▲

一定の年齢以上の方なら携帯電話を持っておられる方が多い。携帯電話を利用した

各国語での情報提供をして欲しい。既に京都府国際センターで実施しておられるが、

存在を知らない人が多いのが問題。▲

在日外国人も国民健康保険、国民年金に加入できるようになったが、この制度のこ

とがどの程度知られているのか、加入状況がどうなのかに関しても関心があり、心配

もしている。日本で生活することを前提としている外国人は、生活し続けていくうえ

で必要不可欠な年金などの日本の制度を知らないと、将来つらい思いをすることにな

る。
▲

災害の際の情報に関しては、多言語で対応して欲しい。
▲

外国人が日本で受けられるサービスというのはたくさんあると思うが、情報がうま

く伝わらず十分活用されていないというのが現状ではないか。使える情報が届く体制

作りが必要であり、それが機能しているかどうかの定期的な確認も大切である。

▲

情報伝達の手段としては、共通語としての日本語が重要。いろんな言語で対応するこ

とも必要だが、それよりも日本語の学習普及や充実した学習機会が提供できないか。

例えば、ドイツやカナダに移住する場合は、政府の許可がおりた時点で、無料で

その国の語学が学べる。強制的に勉強しろというとかえって逆効果だが、日本語を学

びたい人の希望にこたえる環境をつくることが大事。

▲

いろいろな国籍の方が住まれており、それらの方々の間では、日本語が一番よくわか

る言語になっている。また、初級を終えた中級レベルの方が一番多い。そうした方々が

読めるやさしい言葉で書かれた読み物、ふりがなをふったものなどがあれば、日本語の

練習にもなる。

▲

ボランティアの人数と活動数を見たところ、活動している人が少ない。日本語を習いたい

人はたくさんいて、教えたい人もたくさんいるのにマッチングできていないのではない

か。
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交通費だけでも出して、北部に週に１回でも日本語指導に行っていただくというの

は効果的ではないか。また、そうした場で情報を伝えていくしくみが作れないか。

▲

いろんな情報、例えば行政の情報が伝えられたり、外国人のニーズをきいて一緒に考

えたり、ボランティアによる日本語教室では、単に日本語の技術を伸ばすだけではなく

違う意味の位置付けがあるのではないか。

▲

日本語教室は都市部にしかない。北部では、綾部、福知山、舞鶴などでボランティ

アの方が教室を立ち上げておられるが、それぞれ市の中心部に１つだけという状況。

中学校区に１つぐらいはそういった場がないと、車に乗れない人は教室に行けない。

そうした場を地域住民が立ち上げられるよう、日本語教室立ち上げアドバーザー派遣

や、ボランティア育成、公民館や隣保館が手軽に利用できるシステムづくりなどの支

援が必要。

▲

若い人は余りボランティアをしない傾向があり、退職をされた方、主婦など時間に余裕

のある方がされているというのが現状で、ボランティアできる時間帯が昼間である場合が

多い。勉強したい外国人の方の中には、仕事があり、夜間に教室を開いて欲しいという声

が強いが、ボランティアが提供できる時間と学びたい人のニーズが合っていないという

のが問題。

▲

若い年代の人たちをボランティアに引き込む工夫が必要。ＰＴＡなどを単位として、

校区内での互助的なネットワークなどの組織づくりができないものかと思う。府のＰ

ＴＡ連合組織体に働きかけできないか。

▲

日本語教室のボランティアは、自腹を切って教材を買いそろえ人もいるなど、犠牲

的な精神で成り立っている。何らかの支援ができればと思う。

▲

新しく京都に来られる方については、入口である各市町村の外国人登録窓口で、し

っかり各種サービスの情報を伝えて欲しい。たくさん紙を渡しても読まない人が多い

のでポイントを絞って伝えることが重要。

▲

日本の生活になじめないで困っている人は多い。立派な紙でなくてもよいので、例えば

回覧板で情報提供できないか。

▲
印刷物の配付について、府や市から直接送付されれば良いが、町内（自治会）から

配られると「何故外国人とわかったのか。」と不安になる人が出てくるので、慎重さ

が必要。

▲

コリアン二世では、在日のネットワークがたくさんあり、情報を利用できている。▲

外国人の団体はいろいろあるが、京都府との連携をもっと強めて、定期的あるいは恒

常的に連帯できれば、情報伝達のツールになる。

▲

情報を知らせる時は、各国の団体（韓国であれば民団や婦人会）を利用する。田舎

でも町中でも情報が行き渡るのは女性の力（ちから）が大きい。特に、婦人会を使う

ことは効果的。

▲

中国や韓国のように大きな組織がない国の人は、情報のルートから漏れる。１カ所

で情報をまとめ、情報が届く体制をつくることが必要。

▲

外国人だけの組織にすると日本人が入ってこないこともある。外国人も自ら日本人

のネットワークに入っていくべきではないか。大切なことはトラブルがあった時に何

処に行ったらいいのか、どう情報を入手できるかといったことが分かること。
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報 告 ２

【コミュニケーションのためのネットワークづくりについて】

▲

留学生や子供に対するケアは充実してきているが、外国籍の奥さんやお母さん達に

対するサポートが必要。奥さんやお母さんは、家族の就職等により成人してから日本

に住む。日本の生活がうまくいくためには、日本社会に受け入れられていると感じる

ことが必要。そのためには、日常生活の中で外国人と日本人が友達になれるようなシ

ステムができるといいが、出会いの場がなかなかない。▲

東京では、児童館が大学のボランティアとか地域の方の協力を得てサポートされて

いるようである。▲

外国人ボランティアの方が、自分の日本での経験を新しく日本に来た奥さん方に伝

えるというようなことを組織的にできれば、多くの人の役に立つのではと思う。外国

人の奥さん方は大人になってから日本で生活を始めるため、職場や学校といったコミ

ュニティの場を持つ御主人や子供と比べ倍以上の難しさがあると思う。▲

ボランティアの方々が、外国籍のお母さん方と出会う手立てがない。学校では個人

情報であるからといって誰が外国人か教えてもらえない。交流会のようなものが地域

の中でできるようなマニュアルを作って欲しい。

▲

フットワークの軽い学生であれば、ホームページを見て調べられるが、子供のこと

で手が一杯のお母さん方に有効なネットワーク手段は、口コミ、電話、立ち話、回覧

板など。地域の小さい単位で交流できる場が増えていったらよい。

▲

自分の経験で言うと行政機関でいろんな情報を得ることができる。また、地域住民

と仲良くすることがいいやり方だと思う。マンションの管理組合の会長をやったこと

があるが、他の住民さんに温かく迎えてもらった。実は、住民の方は非常に優しい。

いろいろ助けてくれる。▲

日本人と外国人の交流の場の一つが町内会である。高齢の方になると、まだ、外国

の方は怖い、何をされるかわからないという意識を持っておられる方がいるが、運動

会や敬老会、いろいろな行事を一緒にして触れあえば、偏見が取り払われ、認識を共

有することができ、外国人の方と一緒に住みよいまちづくりができるようになるので

はないか。

▲

日本全体が人が孤立しやすい社会になってきている。地域社会の絆を強くすること

が、外国人のためにも、日本人のためにもなる。

▲

周りの外国籍のお母さん方が、一歩踏み込んだ会話ができる日本人の友達ができな

い、日本社会に受け入れられている気がしないといった現状であることを知り、お母

さんたちの親睦会を立ち上げた。半分くらいは異文化に興味のある日本人のお母さん

たちで、文化の違いを話し合ったりし、楽しくやっている。

▲

遠慮なく中国語で交流できる会を作りたいと思い、いろいろなところで声をかけ、

「嫁の会」というものを作った。その日に限っては文化の違いなどを中国語で情報交

換している。

▲

子供が大きくなる前に日本語を覚える必要があると思い、子供が通う保育園や幼稚

園の先生を経験した保護者に日本語を教えてくれるようにお願いした。その勉強会は

今も続いている。外国人自身も自分から行動しないといけない。
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▲

中国人や韓国人の団体は多い。そういうところと連携して情報交換することができ

れば、友達もできて、ボランティアのような活動もできるのではないか。▲

留学中には他の留学生もいたり、外国人と出会う機会が多ければ、自然にネットワ

ークができる。先に日本に来ている方からアドバイスをもらったり、その方を通して

日本人の友達もできる。相談する相手が友達であれば気楽に相談できることもある。

▲

外国人の方々のネットワークに日本人も参加して、お互いに理解を深め、情報を交

換できればよい。

▲

いろんなネットワークをつなげて拡げていって、家庭しか居場所がない外国人の奥

さん達など孤立している人たちの交流機会を増やし、取り残される人がないようにで

きるのが理想。

▲

国際交流のための施設は大きな料理室、完全防音の音楽室が必要。

韓国楽器の演奏会等でも、多くの日本人が参加しており驚いた。日本人も積極的に

交流したがっている。完全防音の音楽室はなかなかないので、小学校の体育館の貸し

出しなども含めて検討して欲しい。

▲

京都府名誉友好大使の活動は、架け橋のような役割で非常に重要なもの。

▲

ネットワークづくりは個人間で形成されるものと思うが、人が集まる場所の確保は、

経済的に負担が大きい。公的な場所を割安で行政が手配することができたら良いと思

う。

▲

日本人に対して、外国人講師から外国文化を紹介することも大切だが、逆に日本人

が在日外国人に日本文化を紹介する取組みも大事。

取組みを通じて、地域にこんな外国の方がいるという情報も入手できる。

▲

国際交流イベントも良いが、日常生活を考えると、１回で終わらない関係、続く関

係をどうやってネットワークでつくっていくかが大事なこと。

▲

人と人が出会う場が大事であり、「場」をどのように提供するかが重要。

▲

外国人と日本人が出会うことが必要であり、どこかに外国人や外国文化に興味のあ

る人たちが登録できるバンクのようなものがつくれたら良い。

▲
日本国籍だが中国語しかできない方、日本語を話せていても年を取ると忘れてしま

い、母語しか話せなくなることもあり、ニューカマーの方や仕事が見つからない在日

外国人の方が介護免許を取りやすくなるサービスも提供して欲しい。

これからは、通訳ボランティアもすごく大事になってくる。

▲

市民レベルのコミュニケーションと行政が発信すべきコミュニケーションがあると

思う。病院や年金の問題などが外国人の方に正確に伝わるよう広報するなど、行政と

してすべきコミュニケーションはやって欲しい。

▲

外国人は、外国からのお客という気持ちが本人にも周りにもあるのではないかと思

う。本人が何かしてもらうのを待つのではなく、自分はお客ではなく、日本に住む人

間ということで自分からやり、自分の要望はこうで、こういうことがしたいと思うこ

とが大切だと思う。しかし、個人で出来ることは限られるので、そういう思いを持つ

人の相談にのるとか支援といったことは京都府や京都市の力が必要と思う。

▲

外国籍府民と他の組織間のネットワークづくりの基盤であるべき京都府と京都市の

連携が取れていないように思う。この点を改善しなければ外国籍府民間のネットワー

クができても、そこから進まないことになる。

▲

ネットワークがあれば、情報は自然に伝達される。情報伝達とネットワークは一体

である。
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報 告 ３

【その他】

（国政に関すること）

▲

外国籍府民が日本で暮らすよい環境ができても、根本部分の解決が図られないとい

けない。日本で何十年住んでいても空港の入管で特別な扱いを受ける。選挙権があれ

ば周りの人間や社会の見る目も変わってくる。

▲

外国籍府民が、地方参政権に反対している議員の方々と話をする機会をつくって欲

しい。

（本懇談会に関すること）

▲

外国人問題は範囲が広い。踏み込んだ話をするにはテーマを絞っていかないと難し

い。

▲

懇談会の目的は、何かの問題を改善しなければいけないとか、苦情の受付場ではな

いと思う。どのように話し合う場なのかを事前に分かりやすく説明することが大切。

▲

日本語に不慣れな方は議論されている意味が理解できないこともある。懇談会はす

べて日本語で行う必要はなく、必要に応じて通訳の方をお願いしたほうが良い。

▲

公募委員任期が１年であり、委員が代わってゼロから話し合うのは無駄とは言わな

いが、もったいない。任期を２年としても良いのではないか。

▲

これまでの提案がどのように活かされたか（活かされる予定か）、ぜひ懇談会で報告

していただきたい。一朝一夕に解決する問題ばかりではないが、一つでも実現したこ

とがあれば、懇談会委員の励みにもなる。

▲

委員以外のいろんな方からの意見を吸収して、議論に活かすため、ホームページに

掲載している懇談会の結果を読んだ方々が、意見を書き込めるなどの仕組みづくりを

して欲しい。
▲

いろんな国籍の方が委員となっているので、委員各自が自分の国のことをＰＲし、

交流を深める時間も欲しい。

▲

今後、外国籍の方が参政権を手にされることになっても、まだまだ外国籍の方が困

っておられる現状やそれに対する日本人の無関心さは簡単に変わらないように思う。

今後も多文化共生について話し合う場が確保されればと思う。

▲

懇談会を発展させ、一時的な対策ではなく、継続的な提案等ができるような検討組

織ができると良い。

（その他）

▲

参政権や公務員採用などについては、行政が消極的な対応をする一方で、こうした

外国籍府民の懇談会を開くなどしている。行政がどこまで外国籍府民向けの施策を行

おうとしているのかわからない。

▲

役所の中に在日外国人のための窓口（総合窓口）を設置して欲しい

▲

国際センターや国際交流協会の敷居は高い。日常生活の中で、ちょっと助けてと言

える場所ができるとよい。▲

結婚して日本に来た女性は、日本語もわからないし、法律もわからない。家の中で

も教えてもらえない場合が多い。京都市国際交流協会の無料弁護士相談は月に２回だ
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け。いろいろな方法で、相談できる機会をもっと増やして欲しい。

▲

京都の人は心のドアが固くてなかなか開いてくれない。外国人に対して心を開いても

らうためには、外国のことを知ってもらう必要がある。そのためには、大人を教育するより

子供を教育して欲しい。具体的には、外国の文化に触れる時間を増やすことが効果的。また、

修学旅行でアジアに出かけて行ってもらいたい。子供は柔軟であり、実際自分で行っ

て、見て体験すれば子供の気持ちは変化する。さらに、食文化に関することも効果的。▲

民族学級に行くことで、自分の国に誇りが持てるようになり、日本と韓国の違いな

どがわかることで、どちらの国も大事にするようになる。中学校や高校も含め、韓国

・朝鮮籍の人に限らず、外国人、関心のある日本人が行けるクラスを学校に一つつく

って欲しい。▲

民生委員は参政権がないとなれないため、外国人はなれない。制度を変えるというの

はすぐにできないと思うが、民生委員に、外国人がどのような問題を抱えているかなどを、行

政から知らせていただいて、活動するようにしていただくと外国人も相談などがしやすくなると

思う。

▲

最近、介護関係で東南アジアから人を連れてきて資格を取らすという動きがあるが、

結局労働者として受け入れるだけではないのか。そうではなく、在日の外国人が増え

ていて生活が厳しい方もおられるのだから、そういう人たちに助成をして資格取得し

てもらえば、日本での経験を活かし、日本人にも外国人にも対応できる仕事がしても

らえるのではないか。▲

厚生労働省の人口動態調査によると、夫婦の一方が外国籍の場合の離婚が多い。永

住権をもらう前に離婚してしまうと日本に住みたいと思っていても母国に帰らなけれ

ばならなくなる。何故、離婚が多いのか、母国に帰らなければならない方を助けるこ

とができないか、懇談会で考えて欲しい。

▲

京都に住み続けたいと思っているが、今、住んでいるところは工場が近く、空気が

悪くなっているように感じる。街路樹を植えてきれいな町にして欲しい。

▲

各国で外国人が暮らしやすくするために、行政はどのようなサービスを手がけてい

るかリサーチしてみてはどうか。日本のことだけについて話しているより、外国のサ

ポートと比較することにより、視野も広がり役立つのではないか。
▲

各地で活動している支援団体を把握し、一同に集まって意見交換できる場を作って

ほしい。問題解決に悩んでいる団体が、他の団体の協力を得て支援活動に役立てる。

そのためには、団体間が顔の見える関係であるべき。

▲

外国籍府民の方に対する実態調査、意識調査をぜひ実施してほしい。懇談会に参加

できない人たちの声を吸い上げることも必要。調査のデータは政策の基礎資料になる。

（以上）
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地域の国際交流活動について

報 告

トラジインターナショナル（福知山市） 金美花代表

トラジインターナショナル 金美花代表の略歴等

韓国（大邱）出身。１９８８年来日。福知山市在住。

日韓の交流のため、トラジ文化研究会を結成。

語学教室をはじめ、韓国料理研究家として栄養士・調理師の資格を持ち料理教室などの地

域交流活動を行うとともに、韓国語通訳案内士、日本語通訳案内士の免許を持ち、通訳案内

ガイドを務めるなど幅広く活動されている。

※ 平成２１年度第３回京都府外国籍府民共生施策懇談会において、懇談会委員に府北部地

域の状況を把握いただき、懇談の意見交換を活発にするため、オブザーバーとして出席を

依頼し、地域の国際交流活動について報告いただいた。

▲

20年前に来日。周りに外国人がおらず苦労した。▲

活動を始めた動機は、韓国と日本は近い国であるのに知らないことが多いと感じ、

自分が何かしたい、韓国の文化を紹介したいと思って始めたもの。▲

みなさんの心を動かせるのは食文化ではないかと考え、料理を通じての交流を始

めたが、自分の国のことをもっと知らないといけないと感じ、韓国文化を繰り返し

勉強し、日本文化も勉強した。▲
お互いの心を通わせるには、やはりコミュニケーションが大事。できるだけ韓国

の言葉を通じて韓国文化を知っていただくため、韓国語を教えている。▲

活動を通じて、参加者の韓国に対するイメージが少しずつ変わっていくのを見る

と、あきらめずに続けることは大事と感じる。▲

知らないと偏見が生じる。お互いが知ろうとする努力、気持ちが必要。▲

日本の社会に溶け込もうとしてもいろんな弊害があり、言い過ぎかもしれないが、

健常者というより自分も一人の障害者ではないかと思うことがある。▲

みなさんの努力によって少しずつ良くなってきているが、まだまだ、目に見えな

い差別があると思う。福知山市の在日韓国人が減っているのは、住みにくいから帰

化しているのではないかと思う。▲

京都市では、地名表記も増えており、京都駅に着くと、とてもホッとする。他の

地域でも同じようにして欲しい。▲

子育ての悩み、病気になったときなど、周りの暖かい支援が必要。交流会や悩み

が話し合えるサロンが欲しい。
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懇談会で出された意見・質問等に関する事務局調査等

１ 外国籍府民への情報提供について

【意見・質問等（再掲）】

▲

外国人の一番の悩みは日本語。京都府の国際センターや京都市の国際交流協会で安価

な日本語教室が開かれているが、そうした情報を知らない外国人が多い。他のことにつ

いても、誰に相談したらよいのか、どのようなことが相談できるかが知られていないだ

けで困っている人が多いと思う。

▲

異国の地で生活するのが精一杯で情報を得ることが出来ない人間がたくさんいる。

ホームページの情報があるというが、パソコンを使えない人も多い。▲

外国人が日本で受けられるサービスというのはたくさんあると思うが、情報がうまく

伝わらず十分活用されていないというのが現状ではないか。使える情報が届く体制作り

が必要であり、それが機能しているかどうかの定期的な確認も大切である。

▲

年金や健康保険などは、制度を作っても情報が伝わらなくては意味がない。

【対応等】

▲

府内市町村における外国籍府民への情報提供の状況把握及び相談窓口や問い合わせ先

といった基本情報を記載した印刷物を府が作成することのニーズや配付（伝達）方法の

可能性について、府内市町村を対象に調査を行った。

▲

調査の結果、府内市町村での情報伝達の取り組み状況は十分とは言えない状況である

ことから、府において印刷物を作成するニーズや必要性があること及びその配布につい

ては、全市町村において配架・配付が可能であるとともに、一部市町においては、直接

配付により、確実に届けられることが判明した。

２ 外国籍府民の婚姻・離婚状況について

【意見・質問等】

▲

厚生労働省の人口動態調査など外国籍府民の実態に関する調査について、懇談会委員

に情報提供し、懇談会での意見交換に役立ててもらいたい。

【対応等】

▲

人口動態調査の概要及び京都府の状況についての資料を第４回懇談会において報告し

た。

▲

京都府の状況として、最近５年間の合計で、３，５２９件の日本人との婚姻実績があ

るとともに、概ね半数に近い１，４４２件の離婚が発生していることが判明した。また、

国籍別の特長として、日本人男性と婚姻・離婚するフィリピン国籍の女性の件数のみが

京都市とその他の地域で逆転していることが判明した。
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３ 運転免許証について

【意見・質問等】

▲

以前、京都府ではロシア語で受験できなかったが、多言語での受験等はどうなってい

るのか。

【対応等】

▲

京都府公安員会等に確認し、第２回懇談会において報告。

【報告概要】

▲

外国運転免許の日本免許への切り替えは、京都府であれば、京都府警察自動車運転免

許試験場で手続きをしていただくこととなりますが、書類審査などは通訳同行で受ける

ことができます。知識審査も日本語、英語のほかにスペイン語、ペルシャ語、韓国語、

中国語、ポルトガル語、タガログ語、ロシア語、タイ語でも受けることができる。

４ 介護福祉士について

【意見・質問等】

▲

国がインドネシア等から介護福祉士の資格取得のために外国人労働者を受け入れる施

策を行っているが、疑問を感じる。長く日本に住んでいる方でも高齢化が進むと日本語

を忘れたりして、母国語での対応が必要になるケースが多い。高齢化社会が進んでおり、

外国籍の要介護者問題が重要になってくる。就業支援という効果も含めて、いわゆる在

日の方や既に日本語が堪能な外国籍の者を介護福祉士などにするほうが効率的・効果的

ではないか。そういう者であれば、日本人・外国籍の人を問わず対応できる。

【対応等】
▲

京都府では、既に国籍を問わない資格取得支援制度があることを第２回懇談会で報告。

【報告概要】

▲

介護福祉士の資格を取得するには、介護福祉士指定養成施設を卒業するか、介護福祉

士国家試験を受験することが必要。

支援制度としては、介護福祉士等修学資金の貸付制度がある。国籍を問わず、介護福

祉士指定養成施設に在学し、将来、京都府内で介護福祉士として業務に従事しようとす

る方が対象となってる。当制度は、養成施設卒業の日から１年以内に介護福祉士として

登録し、京都府内の施設において、介護の業務に従事し、以後５年間当該業務に従事し

た場合は、資金の返還が免除される。

また、京都府（健康福祉部）では、一定の要件に該当すれば、技能修得資金を支給す

る制度もある。（当制度も国籍不問）



厚生労働省　人口動態調査における京都府の状況 京都府国際課作成

婚姻 　

総数
夫婦とも日本人 夫婦の一方が外国籍 夫：日本籍、妻：外国籍 夫：外国籍、妻：日本籍
数 割合 数 割合 総数 割合 韓国・朝鮮 中国 フィリピン タイ 米国 英国 ブラジル ペルー その他 総数 割合 韓国・朝鮮 中国 フィリピン タイ 米国 英国 ブラジル ペルー その他

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ Ｃ Ｃ／Ａ Ｄ Ｄ／Ｃ Ｅ Ｅ／Ｃ
平成１０年 全国 784,595 754,959 96.2% 29,636 3.8% 22,159 74.8% 5,143 7,036 6,111 1,699 215 65 417 138 1,335 7,477 25.2% 2,635 787 81 38 1,299 240 204 122 2,071
1998 京都府 16,273 15,632 96.1% 641 3.9% 393 61.3% 207 91 66 6 3 2 3 2 13 248 38.7% 162 16 21 5 1 43

京都市 9,314 8,859 95.1% 455 4.9% 267 58.7% 162 68 19 4 2 1 2 1 8 188 41.3% 123 13 16 4 1 31
京都市除き 6,959 6,773 97.3% 186 2.7% 126 67.7% 45 23 47 2 1 1 1 1 5 60 32.3% 39 3 0 0 5 1 0 0 12

平成１６年 全国 720,417 680,906 94.5% 39,511 5.5% 30,907 78.2% 5,730 11,915 8,397 1,640 179 64 256 137 2,589 8,604 21.8% 2,293 1,104 120 75 1,500 339 268 122 2,783
2004 京都府 14,127 13,441 95.1% 686 4.9% 464 67.6% 176 145 102 8 2 1 30 222 32.4% 130 21 14 5 3 1 48

京都市 8,232 7,778 94.5% 454 5.5% 282 62.1% 127 97 33 4 1 1 19 172 37.9% 95 17 11 4 3 1 41
京都市除き 5,895 5,663 96.1% 232 3.9% 182 78.4% 49 48 69 4 1 0 0 0 11 50 21.6% 35 4 0 0 3 1 0 0 7

平成１７年 全国 714,265 672,784 94.2% 41,481 5.8% 33,116 79.8% 6,066 11,644 10,242 1,637 177 59 311 121 2,859 8,365 20.2% 2,087 1,015 187 60 1,551 343 261 123 2,738
2005 京都府 14,030 13,291 94.7% 739 5.3% 496 67.1% 168 143 138 11 2 3 2 29 243 32.9% 116 25 3 1 22 9 6 1 60

京都市 8,223 7,755 94.3% 468 5.7% 283 60.5% 116 98 40 7 1 2 19 185 39.5% 87 23 3 1 13 8 5 1 44
京都市除き 5,807 5,536 95.3% 271 4.7% 213 78.6% 52 45 98 4 1 0 1 2 10 58 21.4% 29 2 0 0 9 1 1 0 16

平成１８年 全国 730,971 686,270 93.9% 44,701 6.1% 35,993 80.5% 6,041 12,131 12,150 1,676 215 79 285 117 3,299 8,708 19.5% 2,335 1,084 195 54 1,474 386 292 115 2,773
2006 京都府 14,477 13,717 94.8% 760 5.2% 522 68.7% 147 156 145 20 1 3 2 48 238 31.3% 124 23 2 1 20 8 4 3 53

京都市 8,613 8,136 94.5% 477 5.5% 297 62.3% 104 100 48 13 1 3 28 180 37.7% 97 19 2 1 14 6 2 2 37
京都市除き 5,864 5,581 95.2% 283 4.8% 225 79.5% 43 56 97 7 0 0 2 0 20 58 20.5% 27 4 0 0 6 2 2 1 16

平成１９年 全国 719,822 679,550 94.4% 40,272 5.6% 31,807 79.0% 5,606 11,926 9,217 1,475 193 67 288 138 2,897 8,465 21.0% 2,209 1,016 162 68 1,485 372 341 127 2,685
2007 京都府 13,978 13,285 95.0% 693 5.0% 456 65.8% 154 146 94 13 5 1 43 237 34.2% 126 25 2 2 24 7 2 49

京都市 8,341 7,910 94.8% 431 5.2% 249 57.8% 112 75 30 7 4 1 20 182 42.2% 98 22 1 18 6 37
京都市除き 5,637 5,375 95.4% 262 4.6% 207 79.0% 42 71 64 6 1 0 0 0 23 55 21.0% 28 3 1 2 6 1 0 2 12

平成２０年 全国 726,106 689,137 94.9% 36,969 5.1% 28,720 77.7% 4,558 12,218 7,290 1,338 215 59 290 116 2,636 8,249 22.3% 2,107 1,005 165 51 1,445 363 322 133 2,658
2008 京都府 14,239 13,588 95.4% 651 4.6% 425 65.3% 120 162 92 12 4 2 1 32 226 34.7% 113 19 1 2 13 14 4 1 59

京都市 8,524 8,095 95.0% 429 5.0% 260 60.6% 91 98 40 6 4 2 19 169 39.4% 86 12 1 2 11 13 1 1 42
京都市除き 5,715 5,493 96.1% 222 3.9% 165 74.3% 29 64 52 6 0 0 0 1 13 57 25.7% 27 7 0 0 2 1 3 0 17

直近５年間の計
京都府 3,529 2,363 765 752 571 64 14 5 7 3 182 1,166 609 113 8 6 93 43 17 8 269
京都市 2,259 1,371 550 468 191 37 11 5 4 0 105 888 463 93 7 4 67 37 11 5 201
京都市除き 1,270 992 215 284 380 27 3 0 3 3 77 278 146 20 1 2 26 6 6 3 68

離婚

総数
夫婦とも日本人 夫婦の一方が外国籍 夫：日本籍、妻：外国籍 夫：外国籍、妻：日本籍
数 割合 数 割合 総数 割合 韓国・朝鮮 中国 フィリピン タイ 米国 英国 ブラジル ペルー その他 総数 割合 韓国・朝鮮 中国 フィリピン タイ 米国 英国 ブラジル ペルー その他

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ Ｃ Ｃ／Ａ Ｄ Ｄ／Ｃ Ｅ Ｅ／Ｃ
平成１０年 全国 243,183 232,877 95.8% 10,306 4.2% 7,867 76.3% 2,146 2,318 2,440 435 76 29 71 27 325 2,439 23.7% 1,091 286 48 14 383 57 33 41 486
1998 京都府 4,732 4,499 95.1% 233 4.9% 155 66.5% 90 29 29 1 1 1 1 3 78 33.5% 67 3 1 1 6

京都市 2,889 2,722 94.2% 167 5.8% 111 66.5% 72 21 14 1 1 2 56 33.5% 49 3 4
京都市除き 1,843 1,777 96.4% 66 3.6% 44 66.7% 18 8 15 1 0 0 0 1 1 22 33.3% 18 0 0 0 0 1 0 1 2

平成１６年 全国 270,804 255,505 94.4% 15,299 5.6% 12,071 78.9% 2,504 4,386 3,395 685 75 21 103 65 837 3,228 21.1% 966 502 84 46 367 63 81 56 1,063
2004 京都府 5,408 5,135 95.0% 273 5.0% 190 69.6% 91 49 38 5 7 83 30.4% 52 12 1 3 2 1 12

京都市 3,149 2,952 93.7% 197 6.3% 139 70.6% 73 40 18 3 5 58 29.4% 36 9 1 2 2 8
京都市除き 2,259 2,183 96.6% 76 3.4% 51 67.1% 18 9 20 2 0 0 0 0 2 25 32.9% 16 3 0 0 1 0 0 1 4

平成１７年 全国 261,917 246,228 94.0% 15,689 6.0% 12,430 79.2% 2,555 4,363 3,485 782 76 28 116 59 966 3,259 20.8% 971 492 86 30 398 86 81 68 1,047
2005 京都府 5,116 4,831 94.4% 285 5.6% 179 62.8% 75 49 40 3 1 1 10 106 37.2% 65 8 1 6 6 1 1 18

京都市 3,050 2,846 93.3% 204 6.7% 120 58.8% 58 33 18 3 1 7 84 41.2% 51 6 6 4 1 16
京都市除き 2,066 1,985 96.1% 81 3.9% 59 72.8% 17 16 22 0 0 0 1 0 3 22 27.2% 14 2 1 0 0 2 1 0 2

平成１８年 全国 257,475 240,373 93.4% 17,102 6.6% 13,713 80.2% 2,718 4,728 4,065 867 60 27 90 59 1,099 3,389 19.8% 927 499 105 39 393 84 98 73 1,171
2006 京都府 5,091 4,805 94.4% 286 5.6% 201 70.3% 86 46 54 2 1 1 11 85 29.7% 50 9 3 6 3 1 13

京都市 3,052 2,865 93.9% 187 6.1% 128 68.4% 72 29 18 9 59 31.6% 34 6 2 6 3 8
京都市除き 2,039 1,940 95.1% 99 4.9% 73 73.7% 14 17 36 2 0 0 1 1 2 26 26.3% 16 3 1 0 0 0 1 0 5

平成１９年 全国 254,832 236,612 92.9% 18,220 7.1% 14,784 81.1% 2,826 5,020 4,625 831 68 15 100 49 1,250 3,436 18.9% 916 568 112 50 374 61 100 70 1,185
2007 京都府 4,962 4,650 93.7% 312 6.3% 205 65.7% 70 48 62 3 2 1 19 107 34.3% 54 11 2 2 6 2 2 28

京都市 2,919 2,715 93.0% 204 7.0% 126 61.8% 52 27 30 3 2 12 78 38.2% 40 9 2 2 5 1 1 18
京都市除き 2,043 1,935 94.7% 108 5.3% 79 73.1% 18 21 32 0 0 0 0 1 7 29 26.9% 14 2 0 0 1 0 1 1 10

平成２０年 全国 251,136 232,362 92.5% 18,774 7.5% 15,135 80.6% 2,648 5,338 4,782 795 64 29 96 56 1,327 3,639 19.4% 899 608 128 40 413 92 111 63 1,285
2008 京都府 4,877 4,591 94.1% 286 5.9% 192 67.1% 74 64 32 1 3 2 16 94 32.9% 51 14 2 1 4 1 1 1 19

京都市 2,821 2,633 93.3% 188 6.7% 122 64.9% 58 39 13 3 1 8 66 35.1% 34 10 2 1 3 1 1 1 13
京都市除き 2,056 1,958 95.2% 98 4.8% 70 71.4% 16 25 19 1 0 0 0 1 8 28 28.6% 17 4 0 0 1 0 0 0 6

直近５年間の計
京都府 1,442 967 396 256 226 14 5 1 2 4 63 475 272 54 9 3 25 12 5 5 90
京都市 980 635 313 168 97 9 5 1 0 1 41 345 195 40 7 3 22 10 2 3 63
京都市除き 462 332 83 88 129 5 0 0 2 3 22 130 77 14 2 0 3 2 3 2 27

－ 14 －
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報告書のとりまとめにあたって

本年度の懇談会は、より多くの御意見をいただきたいとの考えから、昨年度

より懇談会の開催回数を増やしました。すべての懇談会に全委員が出席してい

ただくことはできませんでしたが、多くの貴重な御意見をお聞かせいただくこ

とができました。

施策に関する御意見に対しては、受け手側に立った情報発信事業の検討・見

直しを行うことや交流事業における「料理」や「音楽」というツールが有効と

いう認識のもと引き続き外国籍府民と共に生きる京都府づくりの推進に取り組

んでまいりたいと考えており、特に、情報伝達については、市町村や地域の支

援団体等と協力・連携し、安心・安全の視点に立った体制の充実について、具

体的な施策を検討してまいりたいと考えております。

また、懇談会の運営に関しては、委員任期の見直しや開催スケジュールの早

期設定など具体的な御意見をいただきましたので、来年度の懇談会運営に出来

る限り反映させていただきたいと考えております。また、具体的な施策に対す

る御意見なども本懇談会を通じてお聞かせいただくことも検討してまいりたい

と考えております。

今後とも、外国籍府民の方々が、安心・快適に暮らせる多文化共生の社会づ

くりのための取り組みを積極的に進めてまいりたいと考えております。

京都府国際課
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平成２１年度開催状況

■ 懇 談 会

第１回

日 時：平成２１年７月１４日（火）１４：００～１７：００

場 所：京都府公館 会議室

出 席：１６名中１２名出席

議 題：委員紹介

要綱の確認

各委員からの意見提案 等

第２回

日 時：平成２１年８月７日（金）１４：００～１７：００

場 所：京都府公館 会議室

出 席：１６名中１４名出席

議 題：意見交換（効果のある情報伝達、コミュニケーションのためのネットワ

ークづくりについて）

第３回

日 時：平成２１年９月１２日（土）１３：４５～１６：１５

場 所：綾部市市民ホール 会議室

出 席：１６名中１３名出席

議 題：地域の国際交流活動団体からの報告

意見交換（効果のある情報伝達、コミュニケーションのためのネットワ

ークづくりについて）

第４回

日 時：平成２１年１２月１日（火）１３：３０～１６：３０

場 所：京都府公館 会議室

出 席：１６名中１１名出席

議 題：意見交換（効果のある情報伝達、コミュニケーションのためのネットワ

ークづくりについて）

知事への報告について
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■ 有識者会議

第１回

日 時：平成２１年６月９日（火）９：３０～１０：３０

場 所：京都府庁内 会議室

出 席：６名中５名出席

議 題：平成２１年度懇談会の進め方について

第２回

日 時：平成２１年１０月２７日（火）９：００～１０：００

場 所：京都府庁内 会議室

出 席：６名中３名出席

議 題：平成２１年度懇談会の知事への報告内容等について

■ 公募委員選考委員会

日 時：平成２１年６月９日（火）１０：３０～１１：３０

場 所：京都府庁内 会議室

出 席：本府から依頼された委員４名

議 題：公募委員の選考、決定
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京都府外国籍府民共生施策懇談会委員名簿

（５０音順、敬称略）
■学識経験者委員（６名）
【任期：平成２０年５月３０日～平成２２年３月３１日】

氏 名 現 職 国籍

上子 秋生 立命館大学政策科学部 教授 日本
かみこ あきお

周 瑋生 立命館大学政策科学部 教授 中国
しゅう いせい

須藤 眞志 京都産業大学外国語学部 教授 日本
すどう しんじ

タデウシュ・オジュグ 京都府名誉友好大使 ポーランド

鄭 早苗 大谷大学文学部 教授 韓国
ちょん ちょみょ

浜田 麻里 京都教育大学国文学科 准教授 日本
はまだ ま り

■公募から選考された委員（１０名）
【任期：平成２１年７月１４日～平成２２年３月３１日】

氏 名 現 職 国籍

井 上 正 自営業 日本
い のうえ ただし

川久保 スミカ 大学非常勤講師 アルゼンチン
かわ く ぼ

塩見 佐知 日本語教師 日本
しお み さ ち

Sigal Olena 大学院留学生 ウクライナ
し が る おれーな

陳 曼麗 二胡演奏者 中国
ちぇん まん り

陳 正雄 自営業 中国
ちん まさ お

南 珣 賢 団体職員 朝鮮
なん すんひょん

Lluis Valls Campa 大学外国語嘱託講師 スペイン
ゆ い す ば ゆ す か ん ぱ

白 螢伊 自営業 韓国
べっく よん い

Yanovich Oxana 主婦 ロシア
や の び っ ち おくさーな

この他、オブザーバーとして（財）京都府国際センター常務理事に参加依頼
※なお、国籍については、委員本人の意向をお聞きして記載しています。
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京都府外国籍府民共生施策懇談会設置要綱

（目的）

第１条 京都府国際化プランに基づき、外国籍府民の府政への参加を推進し、外国籍府

民と共に生きる京都府づくりを進めるため、外国籍府民に関する諸問題や取り組むべ

き課題について意見を求め、知事に意見を報告する機関として、京都府外国籍府民共

生施策懇談会（以下「懇談会」という。）を置く。

（組織）

第２条 懇談会は、委員１６名以内で組織する。

（委員の選任）

第３条 委員のうち３名以内の委員は、学識経験を有する者（以下「学識経験者」とい

う。）から知事が選任する。

２ 委員のうち３名以内の委員は、外国籍を有する者であって、学識経験者から知事が

選任する。

３ その他の委員は、京都府内に居住し、勤務し又は在学する満１８歳以上の者から別

に定める方法により公募し、学識経験者委員等で構成する選考委員会が適当と認める

者を、知事が選任する。ただし、外国籍府民の場合は、外国人登録法（昭和２７年法

律第１２５号）に基づく外国人登録をしている者であるものとする。

（委員の任期）

第４条 学識経験者委員の任期は、２年とし、再任されることができる。ただし、補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

２ その他の委員の任期は、１年とする。

（座長）

第５条 懇談会に座長を置く。

２ 座長は、学識経験者委員の互選によってこれを定める。

３ 座長は、会務を総理し、懇談会を代表する。

４ 座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、座長があらかじめ指名する学識経

験者委員が、その職務を代理する。

（会議）

第６条 懇談会の会議は、座長が招集し、座長が議長となる。

２ 懇談会は公開とする。ただし、懇談会の決定により非公開とすることができる。
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（有識者会議）

第７条 懇談会に、専門的な見地から審議するため、有識者会議を置くことができる。

２ 有識者会議の委員は、学識経験者委員で構成する。

３ 有識者会議に部会長を置き、学識経験者委員の互選によってこれを定める。

４ 部会長は、有識者会議の会務を掌理する。

５ 部会長に事故があるときは、有識者会議に属する委員のうちから部会長があらかじ

め指名する者が、その職務を代理する。

（委員の服務）

第８条 委員は、特定の国及び地域並びに民族等の利益を代表しない。

２ 委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。

（庶務）

第９条 懇談会の庶務は、国際課において処理する。

（補則）

第10条 この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、知事が別に

定める。

附則

この要綱は、平成２０年５月１日から施行する。
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傍聴者アンケート実施結果

■傍聴者合計 ８名（うち 男５名、女３名）

■アンケート回答者数 ６名（回答率７５．０％）

１ 性 別 男３名、女３名

２ 年 齢 ２ ０ 歳 代：１名

４ ０ 歳 代：３名

６０歳以上：２名

３ 国 籍 日本国籍：５名

外 国 籍：１名

４ 職 業 会 社 員：１名

無 職：１名

そ の 他：２名（団体職員、主婦）

５ 現住所 京 都 市：２名（伏見区）

綾 部 市：２名

舞 鶴 市：１名

そ の 他：１名（大阪市）

６ 懇談会を知った方法

・懇談会委員からの紹介 ：４名

・その他 ：２名

７ 傍聴回数 １回：５名

４回：１名

８ 懇談会の意見を聞いてどう思いましたか。（重複回答有）

・大変良かった ：４名

・良かった ：１名

・あまり良くなかった：１名

・良くなかった ：１名

・無回答 ：１名

９ ８の理由（重複回答有）

・活発な意見が交わされたから ：３名

・一人一人の意見がしっかりと述べられたから ：２名

・本懇談会でなく、もっと幅広い方々から意見を聞く方が効果的：１名
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10 外国籍府民に関して課題となっていること

・外国籍府民への情報伝達について

○府北部は目に見えた形での広報が少ないため、例えばコミュニティＦＭで

（綾部であれば「ＦＭいかる」、福知山では「ＦＭキャッスル」）を流す方

法を検討すればどうか。

○紙、電子媒体だけでの情報を入手することは困難であり、「口コミ」をも

っと活用できるものとして「場」をつくったり、利用できればと思う。

○綾部国際交流協会からの情報は、積極的に丁寧に話している（知らせる）

○相談すべき窓口がわからない。知っていないために、特に外国人が不利益

となるケースが多い。

多言語で行うか、基礎的日本語教育が受けられる環境整備で行うのか、行

政としての課題であろう。

・コミュニケーションのためのネットワークづくりについて

○どうしても同じ言語同士でコミュニケーションをとることが多く、その中

で、情報不足の状況とならざるを得ない。

○婦人会等、組織を通してネットワークを作り利用する。

○韓国・朝鮮人や中国人等は団体を通じてコミュニティが存在するが、少数

外国の人々への伝達が困難。

○孤立している人々をどうするかが課題だと思う。

・その他の課題について

○やはり、京都市内と府北部との格差は大きく、北部へ出張相談等、情報提

供の機会を設けてもらいたい。

○韓国の方の言葉づかい（特にナマリ）等は、特に綾部のような地方で暮ら

している人（育った人）には、抵抗感がある方もいらっしゃるようです。

そこを乗り越えるにはどうすればよいのか。

11 外国籍府民と共に生きる京都府づくりを行うための提案（概要）

○地域のコミュニティが、コミュニケーションの場として外国籍府民が弱者と

なり得ない機能を回復すべき。

日本国籍者も情報を知らないことを起因とする弱者となっているのが現状で

ある。

カレンダーづくり（毎日が、異なる国・地域の日を定めて、外国を身近に感

じることで、共生を啓発することが大切だと思う。）

○綾部は割に排他的なところがありますが、自分の方（日本人）から積極的に

話しかけるようにした方が良いと思います。

○このような懇談会を地域ごとに開催して、まず生の声を聴く体制づくりが必

要。



　
各年12月31日現在 （単位：人）

国籍別 韓国又 ｲﾝﾄﾞ その他

市町村別 総数 は朝鮮 中国 フィリピン 米国 ブラジル タイ 英国 ﾈｼｱ フランス の国籍 無国籍

平成10年 56,093 42,606 6,011 1,367 1,253 921 188 377 349 201 2,795 25

平成11年 55,495 41,814 6,437 1,475 1,134 753 192 366 297 192 2,811 24

平成12年 55,517 40,863 7,064 1,726 1,144 739 214 394 357 190 2,808 18

平成13年 56,643 40,005 8,324 2,070 1,190 828 236 399 347 216 3,007 21

平成14年 56,685 39,062 8,972 2,167 1,220 799 234 410 368 209 3,214 30

平成15年 56,817 37,676 9,925 2,525 1,282 696 262 429 397 242 3,365 18

平成16年 55,852 36,410 10,085 2,505 1,294 654 289 431 417 251 3,499 17

平成17年 55,361 35,506 10,337 2,280 1,361 562 330 441 461 307 3,760 16

平成18年 54,698 34,569 10,642 2,132 1,375 571 373 425 433 303 3,859 16

平成19年 53,693 33,489 10,954 2,100 1,310 560 379 399 364 316 3,808 14

平成20年

京都市 41,123 26,272 8,630 923 1,000 160 299 315 234 313 2,964 13

福知山市 1,005 404 235 247 13 50 2 3 10 0 41 0

舞鶴市 1,211 660 123 260 10 28 4 5 6 0 115 0

綾部市 392 101 185 40 3 7 3 1 3 0 49 0

宇治市 2,992 1,799 702 67 35 58 29 15 62 12 213 0

宮津市 161 93 13 46 3 1 1 1 1 0 2 0

亀岡市 841 539 153 63 23 2 8 4 5 2 41 1

城陽市 729 454 147 20 9 48 6 2 6 1 36 0

向日市 480 373 54 8 10 5 1 1 4 4 20 0

長岡京市 575 352 106 21 22 6 6 7 2 2 50 1

八幡市 694 281 161 38 18 42 6 2 19 1 126 0

京田辺市 500 237 131 8 51 7 17 4 3 2 40 0

京丹後市 413 129 67 191 7 0 5 0 1 1 12 0

南丹市 296 199 35 26 7 6 3 3 0 0 17 0

木津川市 473 182 107 14 29 20 5 9 5 8 94 0

大山崎町 120 89 9 2 4 1 1 2 0 1 11 0

久御山町 442 187 108 9 4 100 3 0 2 0 29 0

井手町 76 54 11 1 3 5 0 0 0 0 2 0

宇治田原町 108 27 62 2 3 3 1 1 0 0 9 0

笠置町 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0

和束町 14 9 1 1 2 0 0 0 0 0 1 0

精華町 225 102 51 1 28 0 3 1 0 1 38 0

南山城村 19 12 2 2 1 0 1 0 0 0 1 0

京丹波町 159 75 50 16 1 5 2 1 2 0 7 0

伊根町 8 0 0 1 2 5 0 0 0 0 0 0

与謝野町 189 61 69 52 3 0 0 3 1 0 0 0

 合　計 53,247 32,691 11,213 2,059 1,291 559 406 380 366 348 3,919 15

3,919

対前年比 99.2% 97.6% 102.4% 98.0% 98.5% 99.8% 107.1% 95.2% 100.5% 110.1% 102.9% 107.1%

出所：京都府国際課が府内市町村に対して外国人登録者数を照会した集計結果

-資料５ -

京都府内外国人登録国籍別人員数



（単位：人）

地 域 市町村名 中国 香港 台湾 韓国 米国 ５国・地域合計その他合計 総合計

向 日 市 0 0 0 0 0 0 0 0

長 岡 京 市 19 0 63 97 24 203 57 260

大 山 崎 町 83 0 2 5 1 91 45 136

小  計 102 0 65 102 25 294 102 396

宇 治 市 0 0 0 0 0 0 1,103 1,103

城 陽 市 7 0 5 16 15 43 100 143

久 御 山 町 0 0 0 0 0 0 0 0

八 幡 市 0 0 2 0 2 4 0 4

京 田 辺 市 28 4 19 20 13 84 37 121

井 手 町 0 0 0 0 0 0 0 0

宇 治 田 原 町 0 0 0 0 0 0 0 0

木 津 川 市 0 0 0 0 0 0 56 56

笠 置 町 0 0 0 0 0 0 0 0

和 束 町 1 0 0 1 0 2 5 7

精 華 町 0 0 0 0 0 0 2,597 2,597

南 山 城 村 58 0 0 56 57 171 150 321

小  計 94 4 26 93 87 304 4,048 4,352

亀 岡 市 50 32 26 12 24 144 154 298

南 丹 市 10 9 43 24 4 90 349 439

京 丹 波 町 0 0 0 0 0 0 0 0

小  計 60 41 69 36 28 234 503 737

綾 部 市 43 3 15 56 20 137 123 260

福 知 山 市 19 0 10 17 2 48 515 563

舞 鶴 市 1 1 7 154 20 183 315 498

小  計 63 4 32 227 42 368 953 1,321

宮 津 市 410 3,522 3,156 159 691 7,938 1,226 9,164

与 謝 野 町 182 0 163 1 2 348 167 515

伊 根 町 0 0 0 0 0 0 1 1

京 丹 後 市 128 82 676 46 59 991 391 1,382

小  計 720 3,604 3,995 206 752 9,277 1,785 11,062

1,039 3,653 4,187 664 934 10,477 7,391 17,868

48,700 22,400 112,500 40,300 265,200 489,100 448,141 937,241

49,739 26,053 116,687 40,964 266,134 499,577 455,532 955,109

-資料６-

南　丹

京都市以外合計

京都市

資料：平成２０年京都府観光入込
客調査報告書（京都府商工労働
観光部調査）から抜粋

平成２０年　京都府内外国人宿泊客数

中　丹

丹　後

合　　計

乙　訓

山　城
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